
１．職員の任用及び職員数に関する状況

(1) 職員の採用の状況
平成31年4月1日採用者数 （ うち指導主事等職 ）

(2) 職員の退職の状況
令和2年3月31日における職員の事由別・職種別の退職者の状況は、次のとおりです。

(3) 職員数の状況
平成31年4月1日の職員数

〔 〕 〔 〕 　
(注) １

２

　職員数は、一般職に属する職員数である。

　〔　　　　〕内は、条例定数の合計である。

合　　計
134 136 2        
151 151 

3           
小　計 11 11           

下水道 3 3           
会
計

部
門

公
営
企
業

等

水　道 5 5           

その他 3

消防部門 0 0           

小　計 123 125 2        

教育部門 25 27 2        昨年度の欠員補充、業務増による増員

計 98 98           

民　生 26 26           
衛　生 8 8           

土　木 9 9           
商　工 4 4           

10 1        業務増による職員増

農　水 12 12           

総　務 27 26 △1     職員異動による欠員不補充

税　務 9

　部門 平成30年 平成31年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議　会 3 3           

合計 0人 0人 2人 2人

区分　 職員数 対前年
増減数

主　な　増　減　理　由

技能労務職 0人 0人 1人 1人

指導主事等職 0人 0人 1人 1人

区 分 定 年 退 職 早 期 退 職 普 通 退 職 合 計

一般行政職 0人 0人 0人 0人

恩納村人事行政の運営等の状況について

恩納村人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１９年恩納村条例第７号）に基づき、令
和1年度の恩納村の人事行政の運営等の状況を公表いたします。

7人 2人



(注) １

２

(注)

　恩納村の給与条例に基づく給料表の区分による職員数である。

　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

　平成１８年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

６　級
　相当高度の知識又は経験を必要とする課長、
参事、事務局長、　室
　長及び会計管理者の職務

人 ％ 円 円

0 0.00 319,200 410,200

５　級
　困難な業務を所掌する課長、参事、事務局
長、室長、会計管理者の業務

人 ％ 円 円

12 13.48 289,700 393,000

４　級
　相当困難な業務を処理する係長、保育所長、
主査、技査、保育士、栄養士、保健師、幼稚園
教諭及び調理師の職務

人 ％ 円 円

35 39.33 264,200 381,000

３　級

　特に高度の専門的知識又は経験を必要とする
業務及び困難な業務を
　行う係長、保育所長、主査、技査、主任、主任
技師、保育士、栄養士

人 ％ 円 円

17 19.10 231,500 350,000

２　級

　高度の知識又は経験を必要とする業務を行う
主事、技師、保育士、
栄養士、保健師、幼稚園教諭及び調理師の職
務

人 ％ 円 円

16 17.98 195,500 304,200

１　級

　定型的な業務及び相当の知識又は経験を必
要とする業務を行う主事補、技師補、主事、技
師、保育士、栄養士、保健師、幼稚園教諭及び
調理師の職務

人 ％ 円 円

9 10.11 146,100 247,600

(4)　一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成31年４月１日現在）

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比
１号級の
給料月額

最高号級の
給料月額

１級
10.11

１級
11.11

１級
16.67

２級
17.98

２級
18.89

２級
15.48

３級
19.10

３級
21.11

３級
20.24

４級
39.33

４級
35.56

４級
34.52

５級
13.48

５級
12.22

５級
8.33

６級
0.00

６級
1.11

６級
4.76
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２．職員の競争試験及び選考の状況

平成30年度　実施分 ※採用者数は、平成31年４月１日の採用者数とする。

令和1年度　実施分 ※採用者数は、令和2年４月１日の採用者数とする。

３．職員の給与の状況

(1)　人件費の状況（普通会計決算）

※人件費とは、特別職の給与、各委員等報酬、職員給与、共済費などをいう。

(2)　職員給与費の状況（普通会計決算）

(注) １

２

(3)　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

歳 円 円 歳 円 円358,400 358,400

平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

令和1年度 40 302,900 358,900 57.9

　職員手当には退職手当を含まない。

　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれて
おり、職員数には当該職員を含んでいない。

年度
一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

平均年齢 平均給料月額

125 435,696 76,416 172,988 685,100 5,481
千円

Ｂ／Ａ　

令和1年度
人 千円 千円 千円 千円

給　料 職員手当
期末・

勤勉手当
計年度

職員数
給 与 費 （参考）一人当

たり給与費

Ａ　 Ｂ　

11,066 12,919,392 156,546 1,305,308 10.10 10.68

％ ％

平成30年度の人件費率

令和1年度
人 千円 千円 千円

(令和1年度末) Ａ　 Ｂ　 Ｂ／Ａ　

0人 0人 0人

年度
住民基本台帳人口 歳 出 額 実質収支 人 件 費 人件費率 （参考）

0人 0人 0人

合　　　計 0人 0人 0人 0人 0人 0人

0人 0人 0人

その他の試験 0人 0人 0人 0人 0人 0人

0人 0人 0人

初級試験又は
高校卒業程度

0人 0人 0人 0人 0人 0人

0人 0人 0人

中級試験又は
短大卒業程度

0人 0人 0人 0人 0人 0人

女性 男性 女性

上級試験又は
大学卒業程度

0人 0人 0人 0人 0人 0人

5人 4人 1人

試験区分
受験者数 合格者数 採用者数

男性 女性 男性

2人 1人 1人

合　　　計 66人 42人 24人 13人 8人 5人

0人 0人 0人

その他の試験 20人 12人 8人 5人 3人 2人

1人 1人 0人

初級試験又は
高校卒業程度

8人 7人 1人 1人 1人 0人

2人 2人 0人

中級試験又は
短大卒業程度

12人 9人 3人 2人 1人 1人

女性 男性 女性

上級試験又は
大学卒業程度

26人 14人 12人 5人 3人 2人

試験区分
受験者数 合格者数 採用者数

男性 女性 男性



(4)　ラスパイレス指数の状況

(注) １

２

円
円
円
円

円 円 円 円
円 円 円 円
円 円 円 円
円 円 円 円

① 期末勤勉手当と退職手当の状況

その他の加算措置　定年前早期退職 その他の加算措置　定年前早期退職

最高限度額 47.709 47.709 最高限度額 47.709 47.709

33.27075
３５年 39.7575 47.709 ３５年 39.7575 47.709

19.6695 24.586875 ２０年 19.6695 24.586875
２５年 28.0395 33.27075 ２５年 28.0395

職務上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　5%　・管理職加算　10%

職務上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　5～20%　・管理職加算　10～25%

退職手当

勤続年数 自己都合 勧奨・定年 勤続年数 自己都合 勧奨・定年
２０年

計 2.600 1.850 計 2.600 1.850
１２月分 1.375 0.950 １２月分 1.375 0.950

期末手当 勤勉手当
６月分 1.225 0.900 ６月分 1.225 0.900

358,400

(7)　職員の手当の状況（平成31年４月１日現在）

恩納村 国

期末手当
勤勉手当

支給月 期末手当 勤勉手当 支給月

技能労務職
高　校　卒 - - - 358,400
中　学　卒 - - -

390,400
高　校　卒 245,600 337,000 357,800 -

区分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

一般行政職
大　学　卒 268,800 363,200 382,100

技能労務職
高　校　卒 146,000
中　学　卒 138,000

(6)　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成31年４月１日現在）

　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均し
たものである。

(5)　職員の初任給の状況（平成31年４月１日現在）
区分 初任給

一般行政職
大　学　卒 180,700
高　校　卒 148,600

　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するた
め、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表
（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

H28.4.1
97.6

H28.4.1
96.4

H28.4.1
96.3

H29.4.1
97.8

H29.4.1
96.6

H29.4.1
96.4

H30.4.1
97.4 H30.4.1

96.6
H30.4.1
96.4

H31.4.1
97.0 H31.4.1

96.5
H31.4.1
96.3

90.0

95.0

100.0

105.0

恩納村 類似団体平均 全国町村平均



円

円

管理職員特
別勤務手当

管理職員が臨時又は緊急の必要その
他の公務の運営の必要により休日等
に勤務した場合
①６時間未満　8,000円
②６時間を超える勤務　12,000円
週休日等以外の日の午前零時から午
前5時までの間であって正規の勤務時
間以外の時間に勤務した場合
①6,000を超えない範囲

同 12 千円 12,000

円

宿日直手当
火葬・葬祭場受付等
勤務１回につき5,000円

異 5,000円 625 千円 5,000

円

管理職手当
課長・局長・室長
に定額30,000円

異

棒給表別、職務の級別・区
分別に定められた額（行政
職棒給表適用者の場合、４
級以上で46,300円～
139,300円

6,225 千円 389,063

円

通勤手当

①通勤距離２㎞以上
②自家用車等使用者
③距離区分に応じ
　月額2,000円～31,600円
④交通機関利用職員には、運賃相当
額（最高55,000円）

同 11,257 千円 99,619

円

住居手当
（借家等）　支給限度額
28,000円

同 17,191 千円 291,373

支給職員１人当た
り平均支給年額

（平成1年度） （平成1年度）

扶養手当

①配偶者　　6,500円
②子　　　　 10,000円
③父母等　  6,500円
・16歳～22歳の子１人につき
5,000円加算

同 22,080 千円 272,593

③　その他の手当

手当名 内容及び支給単価
国の制

度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績

感染症等防疫作業手
当

感染症等防疫作業に従事す
る職員

感染症等防疫作業 7,200円 300円/日

水火災業務手当
水火災業務を行うことを命ぜ
られた職員

水火災業務 0円 1,000円/1勤務

暴風雨時勤務手当

暴風雨警報発令時から解除
されるまでの間において、特
に勤務することを命ぜられた
職員

暴風雨警報発令時から解除
されるまでの間の業務

111,000円 500円/1勤務

幼稚園教諭等の手当

①非常災害時における園児の保護又は緊急

の防疫若しくは復旧の作業　②園児の負傷、

疫病等に伴う緊急の業務　③園児に対する緊

急の補導業務　④入園試験における業務で勤

務を要しない日時又は土曜日の午後若しくは

これに相当する日に行う職員

①非常災害時における園児の保護又は緊急

の防疫若しくは復旧の作業　②園児の負傷、

疫病等に伴う緊急の業務　③園児に対する緊

急の補導業務　④入園試験における業務で勤

務を要しない日時又は土曜日の午後若しくは

これに相当する日に行う職員

0円
①　     1,700円/日
②・③　1,200円/日
④　       720円/日

用地等交渉手当

公共事業の用に供する用地
の買収その他物件の移転補
償に関し、現地で、直接交渉
する業務に従事した職員

公共事業の用に供する用地
の買収その他物件の移転補
償に関し、現地で、直接交渉
する業務

0円 400円/日

行旅病人等取扱手当
①精神病者、②行旅病人、
③行旅死亡人を取り扱う職
員

①精神病者、②行旅病人、
③行旅死亡人を取り扱う業
務

0円
①・②　勤務1回  300円
③　　　勤務1回1,000円

(平成1年度決算)

税務手当
村税の賦課及び徴収に関す
る事務に従事した職員

村税の賦課及び徴収に関す
る事務

403,500円 月額3,000円

手当の種類（手当数） 7

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績 左記職員に対する

支給単価

支給職員１人当たり平均支給年額（平成1年度決算） 20 千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成1年度） 19.7 ％

②　特殊勤務手当
支給実績（平成1年度決算） 521,700 千円



４．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
(1)　勤務時間の概要（標準的なもの）

(2)　休暇制度の概要
職員の休暇の概要は、次のとおりです。

年次有給休暇の状況

育児休業等の取得状況（令和1年度中に育児休業又は部分休業を取得した職員数）

） ）0人取得者数 3人 （うち新規 2人 0人 （うち新規

平成31年1月1日～令和元年12月31日 14.8日 41.2%

区分 育児休業 部分休業

夏季における心身の健康の維
持・増進等のとき

５月から10月までの期間内で５日以内

介護休暇

配偶者、父母、子、配偶者の
父母などで負傷、疾病又は老
齢により日常生活を営むのに
支障があるものを介護する場
合

介護を必要とする一の継続する状態ごとに、３
回を超えず、かつ通算して６月を超えない期間
内において必要と認められる日又は時間

期間 平均取得日数 消化率

子の看護をするとき
職員の養育する小学校就学前の子の看護をす
る場合、５日（子が２人以上の場合は10日）以内

短期の介護をするとき
職員の配偶者、父母、子などの介護が必要な
場合、５日（要介護者が２人以上の場合は10
日）以内

親族が死亡したとき 親族により１日から７日の範囲内

病気休暇
公務上の負傷又は疾病 必要と認められる期間
上記以外の負傷又は疾病 90日を超えない範囲内で必要と認められる期間

特別休暇

結婚するとき その都度必要と認める期間。５日以内

産前産後のとき
産前８週間（多胎妊娠の場合は14週間）以内、
産後8週間まで

１週間あたり　３８時間４５分

区分 内容 休暇日数等
年次有給

休暇
年休

１暦年について20日（20日を超えない範囲内の
残日数を翌年に繰り越すことができる。）

勤務時間 始業時間 終業時間 休憩時間 休　日

１日あたり　　　 ７時間４５分
８：３０ １７：１５

１２：００～
　１３：００

○土曜日・日曜日・国民の祝日
○年末年始（12月29日～31日
　　　　　　　　、1月2日・3日）
○慰霊の日（6月23日）

議 長 271,000円
　 6月期　1.55月分
　12月期　1.65月分

合　計　3.20月分
（役職加算　10％）

副 議 長 226,000円

委 員 長 218,000円

議 員 210,000円

村 長 752,000円 　 6月期　1.50月分
　12月期　1.65月分

合　計　3.15月分
（役職加算　10％）

副 村 長 608,000円

教 育 長 571,000円

(8)　特別職の報酬等の状況（平成31年４月１日現在）

区分 給料（報酬）月額 期末手当



５．職員の分限及び懲戒の状況
処分者等の状況（令和1年度）

６．職員の服務の状況

７．職員の研修及び勤務成績の評定の状況
(1)　職員研修実績（令和1年度）

(2)　人事評価の状況（令和1年度）

８．職員の福祉及び利益の保護の状況
(1)　職員の健康診断の状況（令和1年度）

(2)　福利厚生の状況
〇福祉事業内容

〇互助会会員数（平成31年４月１日現在）

(3)　公務災害・通勤災害の認定状況（令和1年度）
※

沖縄県市町村職員互助会 139人

区分 件数 公務災害補償制度の概要　地方公務員が公務上の災害（負傷、疾病、傷害
又は脂肪をいう。）又は通勤による災害を受けた場合に、その災害によって生
じた損害を補償し、必要な福祉事業を行うことにより、被災職員及びその遺族
の生活の安定と福祉の向上に寄与することを目的としています。
補償の実施は、「地方公務員災害補償基金」が行います。

公務災害 1件
通勤災害 0件

公立学校共済組合 保健事業、貸付事業
沖縄県市町村職員互助会 給付事業、貸付事業、公益事業

事業団体 会員数

Ｐ Ｅ Ｔ 検 診 0人

事業団体 福祉事業内容
沖縄県市町村職員共済組合 保険事業、貯金事業、貸付事業

定期健康診断 9人
人 間 ド ッ ク 78人
脳 ド ッ ク 7人

13 30人

・新採用職員研修　・一般職員第１部研修
・一般職員第２部研修　・一般職員第３部研修
・監督者第１部研修　・監督者第２部研修
・管理者研修　・給与実務研修
・新採用フォローアップ研修　・部下力研修

　人材育成及び人事管理の基礎とするため、職員の職務で発揮された業績や能力につい
て、評価を行いました。

区分 受診者数

計 0人 計 0人

　服務とは、職員が職務を行うことをいい、地方公務員法第30条では、服務の根本基準を「すべ
ての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行にあたっては、
全力を挙げてこれに専念しなければならない」と定めています。この根本基準の具体的な規定と
して、「服務の宣誓」「法令等及び上司の職務上の命令に従う義務」「信用失墜行為の禁止」「秘
密を守る義務」「職務に専念する義務」「政治的行為の制限」「争議行為等の禁止」「営利企業等
の従事制限」の服務上の義務が定められています。

研修数 受講者数 研修内容等

降任 0人 減給 0人
降給 0人 戒告 0人

免職 0人
休職 0人 停職 0人

※分限処分とは、職員がその職責を十
分に果たすことができない場合に行わ
れる処分で、公務能率の維持を目的と
してなされます。
※懲戒処分とは、職員の一定の義務違
反に対する道義的責任を問うための処
分で、公務における規律と秩序を維持
することを目的としてなされます。

区分 件数 区分 件数

分限処分

免職 0人

懲戒処分


